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研究成果の概要（和文）： 

自動車や自転車といったパーソナルヴィークルが引き起こす様々な交通問題（交通渋滞，違
法駐車・駐輪，土地利用最適化の阻害）の対策となる可能性を秘めているパーソナルヴィーク
ルのシェアリング（カーシェアリング，レンタサイクル）が近年注目を浴びている．それはシ
ェアリングがパーソナルヴィークルほどでないが公共交通よりは利用しやすく，かつ，公共交
通手段ほどではないがパーソナルヴィークルよりは公共的メリットが大きいと考えられるため，
その普及によって交通問題の解消が期待されるためである． 
本研究ではこうした背景の下，行動分析・心理学の大学研究者と実務的 PV 運営事業者が協

働する研究グループを構成した上で，利用促進のための「心理的方略」の開発，使いやすく，
かつ実務的運営が可能な「共同利用システム」のあり方，PV 共同利用システムの導入戦略を
検討するための「需要予測システム」の構築を行った．そして，これらの「需要予測・システ
ム構成・心理的方略」の三者を一体的に活用する，PV 共同利用システムの本格的社会実装を
目途とした広義のモビリティ・マネジメント（都市交通戦略）のあり方を提案した． 

 
 
研究成果の概要（英文）： 
Recently, sharing of personal vehicle such as car sharing, bicycle rental, has attracted 
attention due to that expected to has the potential to be a countermeasure of 
transportation problems (traffic congestion, illegal parking, bicycle parking, 
inhibition of appropriate land use) caused by personal vehicle, cars and bicycle. It is 
considered that sharing of personal vehicle is easier to use than public transportation, 
and it provide higher social benefit than personal vehicle. In these reasons, diffusion 
of sharing of personal vehicle is expected to ease transportation problems. 
The purpose of this research is to develop psychological strategy to promote sharing of 
personal vehicle, to propose sharing system that is easy to use and able to practically 
operate, and develop demand estimation system of sharing of personal vehicle to support 
considering introduction strategy, with organizing research group that university 
researchers in behavior analysis and psychology, and PV sharing service operation company 
join. And this research proposes the way of Mobility Management (strategy of urban 
transportation) that integrate demand estimation, sharing system and psychological 
strategy for full-scale introduction of PV sharing system. 
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１．研究開始当初の背景 
近年，「カーシェアリング」や「コミュニ

ティサイクル」といった，いわゆる「パーソ
ナル・ヴィークル（以下，PV）」を共同利用
するシステムが大きな注目を集めている．特
に，双方のステーションを兼ね備えた「モビ
リティ・センター」を中心とした交通システ
ムを構築することで，都市のモビリティの有
様が大きく変容することが期待できる．しか
し，これらのシステムは新規性が高いために
一般的に知名度も低く，心理的抵抗感も大き
いことが課題となっている． 
 
２．研究の目的 
本研究ではこうした背景の下，行動分析・

心理学の大学研究者と実務的 PV 運営事業者
が協働する研究グループを構成した上で，
１）PV 利用促進のための「心理的方略」の
開発，２）使いやすく，かつ実務的運営が可
能な「共同利用システム」のあり方，３）任
意の都市・地域にて PV 共同利用システムの
導入戦略を検討するための「需要予測システ
ム」の構築を行った．そして，これらの「需
要予測・システム構成・心理的方略」の三者
を一体的に活用する，PV 共同利用システム
の本格的社会実装を目途とした広義のモビ
リティ・マネジメント（都市交通戦略）のあ
り方を提案した． 
 
３．研究の方法 
本研究では，パーソナル・ヴィークル（PV)

の共同利用システム（カーシェアリング，コ
ミュニティサイクル）の社会的実装とその社
会的浸透のための「社会的技術的方法論の提
案」を目指し，1)既存公共交通システムとの
融合を考慮した PV 共同利用システムのシス
テム構成を検討する「システム構成検討グル
ープ」，2)その利用促進を図る「心理的方略
グループ」，3)それらを踏まえた需要予測の

方法論を開発する「需要予測グループ」を構
成し，それぞれ綿密な連携を図りながら，研
究を行った．具体的には，学識経験者に加え
て，PV 共同利用システムの民間事業者を研
究協力者として迎えつつ，政府・自治体とも
連携を図りながら，具体的なモデル都市にて
社会実験的に PV 共同利用システムを実装し，
利用促進を図るという実務的なフィールド
実践を通じて，上記３課題の研究を，一体的
に推進した． 
 
 
４．研究成果 
本研究では，カーシェアリング（以下 CS）

を題材とし，上述の手法の開発と実践による
評価を行った．具体的には京都市をモデル都
市とし，京都府庁周辺の住民と京都府庁の公
用利用のシェアリングシステムを運用し，利
用者の意識・行動変容効果を計測した．実験
参加者には，動機付け冊子（CS の概要，使い
方，費用，環境負荷，他の事例），アンケー
ト票（CSへの興味・認知度・加入意向，クル
マ保有意向等），カーシェアリングに関する
チラシを配布した．その結果，TFP を実施す
ることで，通常のプロモーションだけでは得
がたい年齢層の加入者が得られる等の効果
が確認された． 

 

図１ TFP 実施直後と最終的な参加者の年齢属性 
 



加えて，CS会員の自動車利用行動について，
CS 加入前後での変化をアンケート調査によ
り分析した結果を表１に示す．全体の約 1/4
である自家用車から転換した CS 会員は，保
有していた自家用車の代わりに CS を利用す
ることで，グループ全体の自動車利用距離が
約 8 割削減されていたことが明らかとなり，
回答サンプル全体の総量で見ても，全体とし
ても約 3 割，利用距離が減少していたことが
確認された．本研究で検討した心理的方略に
より CS への利用を通じた適切な自動車利用
を働きかけることで，過度な自動車利用抑制
が実現できる可能性がされうることが明ら
かになるとともに，少なくとも京都市程度の
人口密度があるような都市においては，CSの
導入を通して，自動車利用が全体として削減
される見込みが十分に考えられることを示
唆する結果となった． 
 

表１ CS 加入前後の自家用車・CS 利用距離の比較 

 

 
次に，共同利用システムの確立であるが，

本研究でモデル都市で実施した共同利用シ
ステムは，京都府庁職員の業務利用と主畝変
住民の休日及び平日夜間の利用による効率
的な運用の可能性を探った．曜日別の利用状
況を図 2に示す．府職員は平日（特に火～木），
一般府民は土日祝に利用が多く，事業所と一
般利用では利用傾向が異なることが確認さ
れ，事業所と居住者の会員を確保することで，
一般の利用者は休日利用，府庁職員は平日利
用と住み分けが出来，限られた自動車をより
効率的に活用できることが示唆される結果
となった．この結果より，より効果的に CS
を普及し，それを通じて不要不急のクルマ利
用をより効果的に削減していくためにも，事
業所を核として周辺住民の加入を促してい
く方策が効果的であることを実証的に示し
たと考えられる． 

 
 
 

 
図２ 曜日別・利用者別の利用状況 

 
図 3は利用距離・利用時間別の利用回数を

示したものである．約３ヶ月の実験運用期間
中，総計 107回の利用があった．CSの利用状
況を利用距離，利用時間別に整理すると，利
用距離は 10～15km 間の利用が最も多く，0～
20kmの短距離利用が全体の 6割を占めていた． 

 

 

図３ 利用距離・利用時間別の利用回数 
 
共同利用による採算は，採算ラインを上回

るものであった．都市部において，様々な利
用促進策を併用することで（TFP，チラシ，
マスコミ，行政内部の調整など），採算ライ
ンを上回る利用促進が可能であることが示
された．今後，利用促進策をさらに改善して
いく上で，本実験の取り組みは，その一つの
モデルとして見なすことができる． 
また，本モデル都市での運用を通じて明ら

かになったのは，パーソナル・ヴィークルの
共同利用システムの社会導入のためには，民
間単独で行うのでも，行政単独で行うのでも
なく，産（CS 等のシェアリング事業者）・公
が協同で行うことが，民間性と公共性の両面
に配慮した今回の様な体制で結果が示され
たことからも重要であり，今後もパーソナル
ヴィークル普及における一つのひな形とな
りうると考えられる．また，CS 普及のための
コミュニケーション施策の設計において，MM
の知見を有する学（大学）の知見が活用され
ている点もまた，パーソナル・ヴィークルの
共同利用システムの社会導入においてきわ
めて重要な特徴であると言えよう． 
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